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Ⅰ はじめに 
 

2003 年４月に政府の観光立国懇談会が、「住んでよし、訪れてよしの国づくり」

を基本理念として観光立国に取り組むべき旨を答申して以来、我が国における

観光政策は、政府一丸となった取組の推進によって、順調に進展してきている。 

とりわけ、2012 年以降、訪日外国人旅行者数は右肩上がりに伸び続け、2018

年には 3,000 万人を超える状況に至った。これにより、国内各地に消費の拡大

や雇用の誘発などの効果をもたらしてきており、引き続き、2020 年 4,000 万人、

2030 年 6,000 万人等の目標を目指して全力で取り組んでいくこととしている。 

他方で、こうした急速な訪日外国人旅行者の増加も一因として、一部の観光地

においては、地域住民の間で、あるいは訪問する旅行者の間で、旅行者による混

雑やマナー違反などの課題への関心が高まっており、これに呼応して、いわゆる

「オーバーツーリズム」に関連する報道もしばしば見受けられるようになって

いる。 

世界に目を転じれば、オーバーツーリズムへの対処を含む持続可能な観光の

実現については、世界各国における共通の関心事項となってきており、本年 10

月に北海道倶知安町にて開催されるＧ20 観光大臣会合においても活発な議論が

なされることが見込まれている。同会合においては、我が国はホスト国として、

この分野に関する議論を積極的にリードしていくことが期待されている。 

 

こうした背景もあり、観光庁では、2018 年６月に観光庁長官を本部長として

「持続可能な観光推進本部」を新たに設置し、持続可能な観光の実現に庁を挙げ

て取り組む体制を整備した。同本部においては、まずは全国の主要観光地におけ

る実態の把握を進めてきたところであり、本文書は、その結果を踏まえて、国内

外の持続可能な観光の実現に向けた先進事例を整理するとともに、観光庁とし

ての今後の取組の方向性を示すものである。 

 

一部の観光関係者のみならず、各地域の人々が、広く自分の住む土地を愛し、

社会に誇りを持ってこそ、内外の観光客を引きつけることができる。そのために

は幅広い人々の理解と協力を得て、持続可能な形で観光を発展させていかなけ

ればならない―これこそが我が国の観光立国政策の基本理念たる「住んでよし、

訪れてよしの国づくり」の意図するところである。 

本文書が、こうした観点から、2020 年 4,000 万人、2030 年 6,000 万人等の政

府目標の達成に向け、各地域の幅広い観光関係者が一丸となって持続可能な観

光の実現に向けた取組を進めていく一助となれば幸いである。 
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Ⅱ 検討の背景 

 
１．観光立国政策の成果 

 

訪日外国人旅行者数については、日本人の国内旅行者数や海外旅行者数が伸

び悩む中で、2012 年以降、戦略的なビザ発給要件の緩和や、免税制度（消費税、

酒税等）の拡充、戦略的な訪日プロモーションの推進等に関係省庁・機関が一体

となって取り組んだ結果、右肩上がりに増加を続け、2016 年には 2,000 万人を

超え、2018 年は前年比 8.7％増の 3,119 万２千人と、初めて 3,000 万人を超え

た。これに伴い、訪日外国人旅行者の訪問先も多様化しており、例えば、2018 年

の地方部における外国人延べ宿泊者数は 3,636 万人泊と、2012 年比で 4.3 倍と

なっており、都市部における伸び（2012 年比 2.9 倍）を大きく上回っている。 

 
訪日外国人旅行者数 

出典：観光庁 HP「訪日外国人旅行者数・出国日本人数」（最終更新日：2019 年１月２日）

http://www.mlit.go.jp/kankocho/siryou/toukei/in_out.html 
 

 

三大都市圏及び地方部における外国人延べ宿泊者数比較 

 

・2018 年の外国人延べ宿泊者数は 8,859 万人と過去最高 

・三大都市圏と地方部（※）で外国人延べ宿泊者数の対 2012 年比を比較すると 

 三大都市圏で 2.9 倍、地方部で 4.3 倍と地方部の伸びが三大都市圏の伸びを上回る。 

 （※）三大都市圏：東京、神奈川、千葉、埼玉、愛知、大阪、京都、兵庫の８都府県 

    地方部：三大都市圏以外の道県 
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出典：観光庁「訪日外国人消費動向調査」 
※  従来は空港を利用する旅客を中心に調査を行っていたが、短期滞在の傾向があるクルーズ客の 
   急増を踏まえ、2018 年からこうした旅客を対象とした調査も行い、調査結果に反映したところ。 
   従来ベースの推計方法で 2018 年の旅行消費額を推計すると、4.8 兆円となる。 

都市部から地方部への観光の広がり 

 出典：観光庁「宿泊旅行統計調査」2018 年（速報） 
 

 また、2018 年の訪日外国人旅行消費額は４兆 5,189 億円に達し、2012 年の１

兆 861 億円から４倍以上に増加した。 

 
訪日外国人旅行消費額の推移 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

日本人の国内旅行や海外旅行を含めた 2016 年の旅行消費額の総計は 26.4 兆

円にのぼり、ここから誘発された雇用効果（注１）は 459 万人と推算される。こ

の数字は、同年の全国就業者数の 6.9％に相当する。 
 

 また、観光消費がもたらす生産波及効果（直接効果を含む。）は 53.8 兆円、こ

のうちの付加価値効果は 26.7 兆円であり、これらは、それぞれ我が国の産出額
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の 5.4％、ＧＤＰの 5.0％に相当する。今や、観光は我が国の経済を支える基幹

産業の一つとなったと言える。 

 

 このように、訪日外国人旅行者の増加が下支えとなって、消費の拡大や雇用の

誘発等、地方部も含め、国内各地にさまざまな効果が生まれている。引き続き、

訪日外国人旅行者の更なる誘客、地方への来訪促進、消費単価の押し上げをはじ

め、観光立国政策を通じて各地域の振興を図ることは、政府における揺るぎない

目標である。 
旅行・観光消費がもたらす効果 

 
出典：観光庁 HP「経済波及効果」（最終更新日：2018 年７月９日） 

http://www.mlit.go.jp/kankocho/siryou/toukei/kouka.html 

出典：観光庁「旅行・観光産業の経済効果に関する調査研究（2016 年版）」 

http://www.mlit.go.jp/kankocho/siryou/toukei/shouhidoukou.html 

 

（注１）観光庁「旅行・観光産業の経済効果に関する調査研究」（2016 年版）より 



 7 

観光についての政府目標及び進捗状況 

 

２．世界的な観光の現状 

 

 世界的に見ても海外旅行者数は拡大の一途にあり、国連世界観光機関（ＵＮＷ

ＴＯ）（注２）は 2018 年の国際観光客到着数の総計が対前年比６％増の 14 億人

に達したと発表した。 

 2010 年に発表されたＵＮＷＴＯの長期予測では、国際観光客到着数が 14 億人

に達するのは 2020 年とされていたが、ＵＮＷＴＯは「近年の著しい成長が、予

測の達成を２年早めることになった」としている。また、6.0％という成長率は

2018 年の世界経済成長率（注３）の 3.7％を大きく上回っている。 

 

 こうしたデータから、今後も世界全体において海外旅行者数の増加が予想さ

れ、世界的に見ても観光が社会経済の発展を牽引する重要な役割を果たしてい

くことは明らかである。 

しかしその一方で、後述するように、スペインのバルセロナやイタリアのヴェ

ネツィアなど海外の一部の観光地では、外国人旅行者の急激な増加により、混雑

やマナー違反等の問題が顕在化することで、観光に対する激しい住民の反発を

招くなど、「オーバーツーリズム」（詳細はⅢ－２参照）が課題視されるようにな

ってきている（Ⅲ－３参照）。 

 

 国連が 2017 年を「開発のための持続可能な観光の国際年」と定め、観光が 2015

年に国連で採択された持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）のすべてに貢献する可能

性を示唆したことを受けて、地域と共存する形で観光を推進する必要性が改め
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て認識されたこともあり、近年、世界的に旅行者と地域住民との共存・共生に関

する議論の機運が高まってきている。 

 2018 年の「ツーリズムＥＸＰＯジャパン（ＴＥＪ）」の際に開催された「観光

大臣会合」では、12 カ国の観光行政の責任者と、ＵＮＷＴＯ等観光に関する４

つの国際組織（注４）の代表が一堂に会した。 

 同会合では、「持続可能な地域開発」をテーマに各国の取組事例が共有された

が、世界旅行ツーリズム協議会（ＷＴＴＣ）のＣＥＯをはじめ、多くの参加者が

自然環境や文化財保護に資する質の高い観光等に加え、オーバーツーリズムに

関して発言を行った。オーバーツーリズムに対する関心は世界的に高まってお

り、世界の海外旅行者数が今後増加していくなかで、さらに関心が高まると予想

される。 

 
（注２） ＵＮＷＴＯは、「経済的発展、国際間の理解、平和及び繁栄に寄与するため、並びに

人種、性、言語または宗教による差別なく、すべての者のために人権および基本的目的

を普遍的に尊重し、および遵守することに寄与するため、観光を振興しおよび発展させ

ること。（ＵＮＷＴＯ憲章第３条）」を活動目的としており、①農村観光、エコツーリ

ズム、文化遺産観光の支援などの開発途上国に対する観光分野の技術協力、②世界各国

の観光産業に従事する人材育成の支援プログラムの実施、③観光に関する世界的な統計

及び市場調査活動の実施、④各国の持続可能な観光開発の促進協力の一環として観光と

環境の共生をめざした活動の実施、⑤旅行の自由化、旅行施設等の安全・衛生等にかか

るガイドライン等の作成などの様々な事業を実施している。 

 

（注３） 国際通貨基金（ＩＭＦ）が 2019 年１月に発表 

 
（注４） ４つの国際組織は、以下のとおり 

ＵＮＷＴＯ＝国連世界観光機関 

ＷＴＴＣ＝世界旅行ツーリズム協議会 

ＰＡＴＡ＝太平洋アジア観光協会 

ＡＴＴＡ＝アドベンチャーツーリズム協議会 
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成長する国際観光市場（長期予測） 

 
 

 

参考ＵＲＬ： 

http://unwto-ap.org/wp-content/uploads/2019/02/20190215_press-release_final.pdf 

（国際観光客到着数） 

 

https://www.imf.org/ja/Publications/WEO/Issues/2019/01/11/weo-updaTEJanuary-2019 

（ＩＭＦ世界経済成長率リリース） 

 

http://www.unic.or.jp/news_press/features_backgrounders/23163/ 

（国際連合広報センター 開発のための持続可能な観光の国際年） 

 

https://www.e-unwto.org/doi/book/10.18111/9789284420070 

（国際観光客到着数の 2030 年の予測数）（P４） 

 

https://www.e-unwto.org/doi/pdf/10.18111/9789284420070 
（‘Overtourism’? – Understanding and Managing Urban Tourism Growth beyond Perceptions, 

Executive Summary」） 

 

https://unwto-ap.org/document/e-library/#jpb01 

（UNWTO Tourism Highlights 2018（日本語版）） 
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３．我が国におけるオーバーツーリズムへの関心の高まり 

  

我が国の一部の観光地においても、訪日外国人旅行者の急激な増加も一因と

して旅行者がさらに増加したことで、観光スポット及びその周辺、移動手段たる

公共交通における、混雑の発生や、生活文化の違いに起因するマナー違反等への

地域住民の関心が高まるケースが出てきている。 

さらに近年では、スマートフォンやＳＮＳが普及し、旅行先の多様化が進む中

で、今まで観光地として認識されていなかった場所が個人のＳＮＳなどで突如

クローズアップされ、そこに国内外の旅行者が集中することで、上記の課題がよ

り強く意識されるような状況が見受けられる。 

こうしたことから、オーバーツーリズムに関連する課題を含め、観光が地域住

民の生活に及ぼし得るネガティブな影響について、報道等においてしばしば取

り上げられるようになっている。 

我が国は、訪日外国人旅行者数 3,000 万人という一つの節目を迎え、2020 年

4,000 万人、2030 年 6,000 万人という政府目標の達成に向けて全力で取り組ん

でいるところであるが、その着実な達成のためにも、国内外の先進事例を学び、

また地域同士で連携しながら、地域住民の理解と協力を得た上で、こうした状況

に適切に対応していくことが重要となっている。 

 

 

４．観光庁の取組状況 

 

 観光庁では、これまでも各種の施策を通じて持続可能な観光に関する課題へ

の取組を実施してきているが、2018 年度においては新たに、観光庁長官を本部

長とする「持続可能な観光推進本部」（注５）を設置するとともに、住宅宿泊事

業法（民泊新法）の整備や観光地における観光快適度（混雑）の「見える化」の

ための実証事業等を実施してきている（注６）ところである。 

 
（注５）「持続可能な観光推進本部」の体制（2018年６月18日に設置） 

本部長：観光庁長官 

副本部長：観光庁次長 

事務局長：観光庁観光地域振興部長 

本部員：観光庁審議官 

観光政策統括調整官 

総務課長 

観光戦略課長 

観光統計調査室長 

観光産業課長 

民泊業務適正化指導室長 

国際観光課長 

総合計画室長 

アジア市場推進室長 

欧米豪市場推進室長 

新市場開発室長 
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参事官（旅行振興担当） 

参事官（観光人材政策担当） 

参事官（ＭＩＣＥ推進担当） 

参事官（国際関係担当） 

参事官（外客受入担当）【事務局】 

観光地域振興課長 

広域連携推進室長 

観光地域政策企画室長 

観光資源課長 

地域資源活用推進室長 

新コンテンツ開発推進室長 

オブザーバー 

国土交通省総合政策局 環境政策課長 

国土交通政策研究所 総括主任研究官 

 
（注６） 

  ・健全な民泊サービスの普及を図ることを目的とした住宅宿泊事業法を 2018 年６月 15 日 

に施行。 

・観光快適度（混雑）をスマートフォン等の個人の端末において「見える化」するための

実証事業を、紅葉期の京都市嵐山地区において実施。 

 
「持続可能な観光推進本部」においては、持続可能な観光の実現に向けて、「持

続可能な観光」という幅広い概念の中で、まずは近年、関心が高まっているオー

バーツーリズムに関連する課題に対象を絞り、地方自治体へのアンケート調査

や、地方自治体・有識者へのヒアリング、国土交通省の調査研究機関である国土

交通政策研究所等の調査結果等を踏まえ、国内外の先進事例を整理するととも

に、観光庁としての今後の取組の方向性について検討を進めてきた。 

 本文書は、その成果をまとめたものであり、地方自治体や観光地域づくり法人

（ＤＭＯ）をはじめ、各関係者が取組を行うに当たってのガイドラインを示すこ

とを意図している。特に、本文書に添付している国内外の先進事例集は、取組の

経緯や内容、得られた成果や知見について詳細に紹介している。これらの事例を

提示することで、共通の課題を抱える関係者間の情報共有等を通じた連携を促

し、具体的な取組が進展することを意図している。 
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Ⅲ 持続可能な観光に関する動向 

 
１．持続可能な観光とは 

 

持続可能な観光の定義 

 国連世界観光機関（ＵＮＷＴＯ）は、持続可能な観光について「訪問客、産業、

環境、受け入れ地域の需要に適合しつつ、現在と未来の環境、社会文化、経済へ

の影響に十分配慮した観光」と定義している。 

 持続可能な観光を実現するには、「環境」、「社会文化」、「経済」の３領域の適

切なバランスが求められ、そのために、以下の３つの観点と３つの取組が重要と

される。 

  

＜３つの観点＞ 

１ 環境資源の活用の最適化 

２ ホストコミュニティの社会文化的真正性の尊重   

３ 長期的な経済活動の保証  

 

＜３つの取組＞ 

１ 関連するすべてのステークホルダーの参画 

２ （幅広い参加と確実な合意形成のための）強い政治的リーダーシップ 

３ 観光の影響をモニタリングする継続的な取組（必要に応じた予防的・調整的 

措置の導入） 

 

 持続可能な観光に向けた取組は、その地域に暮らす住民や環境に適切な配慮

を行うために必要なことは言うまでもない。のみならず、訪れる旅行者に満足度

の高い観光体験を継続的に提供するためにも不可欠と言える。 
 

参考資料：2017 年度国土交通政策研究所 持続可能な観光政策のあり方に関する調査研究（2018

年４月・本冊）の P３  

http://www.mlit.go.jp/pri/houkoku/gaiyou/pdf/kkk146.pdf 

 

 

「持続可能な開発目標」における観光の役割 

 「持続可能な開発目標」（ＳＤＧｓ：Sustainable Development Goals）は、

2015 年９月の国連サミットで採択された「持続可能な開発のための 2030 アジェ

ンダ」に記載された国際目標である。 

 ＳＤＧｓは貧困や飢餓の撲滅、教育、ジェンダーの平等、クリーンエネルギー

の普及、経済成長、環境保全、平和構築など、17 の目標と各目標に紐づく 169 の

ターゲットから成り、2030 年までの達成を目指している。 

 経済成長と雇用に関する「目標８」、消費と生産に関する「目標 12」、海洋資

源に関する「目標 14」の３つの目標には、観光の役割が明記されたターゲット

（P13 参照）が設定されている。2017 年の総会において、ＵＮＷＴＯは「すべて
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の目標に対して、観光は直接的、または間接的に貢献する力があり、持続可能な

開発目標の達成に向けて、重要な役割を担っていると言える」旨を宣言してい

る。 

 
Tourism for ＳＤＧｓ 

（※観光はＳＤＧｓの 17 の目標すべてにつながっている） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典:TOURISM FOR ＳＤＧｓ（ＵＮＷＴＯ） （http://tourism4sdgs.org/） 

 

目標８ 「働きがいも経済成長も」 

〜すべての人々のための持続的、包摂的かつ持続可能な経済成長、生産的な完全

雇用及びディーセント・ワーク（働きがいのある人間らしい雇用）を推進する〜  

 

＜観光に関するターゲット＞ 

2030 年までに、雇用創出、地方の文化振興・産品販促につながる持続可能な観

光業を促進するための政策を立案し実施する。  

  

目標 12「つくる責任つかう責任」 

〜持続可能な消費生産形態を確保する〜 

 

＜観光に関するターゲット＞ 

雇用を創出し、地域の文化や産品を活かす持続可能な観光のための、持続可能な

開発の効果を測定するツールを開発し、実践すること。 

 

目標 14「海の豊かさを守ろう」 

〜持続可能な開発のために海洋・海洋資源を保全し、持続可能な形で利用する〜  

 

＜観光に関するターゲット＞ 

http://tourism4sdgs.org/
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2030 年までに、海洋資源の持続可能な活用によって、また、漁業、水産養殖業、

観光の持続可能な管理を通じて、ＳＩＤＳ（注１）やＬＤＣｓ（注２）への経済

的恩恵を増進させる。 

 
（注１） 小島嶼開発途上国（ＳＩＤＳ：Small Island Developing States）小さな島で国土が

構成される開発途上国 

 

（注２） 後発開発途上国（ＬＤＣｓ：Least Developed Countries）国連総会の決議により認

定された、特に開発の遅れた国々 

 

参考ＵＲＬ： 

https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/sdgs/about/index.html 

（外務省 ＳＤＧｓとは） 

 

http://www.unic.or.jp/activities/economic_social_development/sustainable_development

/2030agenda/ 

（国際連合広報センター ＳＤＧｓ全般） 

 

https://www.wakayama-u.ac.jp/ctr/news/2018052900030/ 

（ＵＮＷＴＯ「観光と持続可能な開発目標」日本語版リーフレット） 

 

https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/kankyo/sids/sids.html 

（外務省 ＳＩＤＳの意味） 

 

https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/ohrlls/ldc_teigi.html 

（外務省 ＬＤＣｓの意味） 

 

 
２．オーバーツーリズムとは 

 

オーバーツーリズムの定義 

オーバーツーリズムは近年生まれた言葉及び考え方である。 

ＵＮＷＴＯが 2018 年 9 月に発行したリーフレット「‘Overtourism’? – 

Understanding and Managing Urban Tourism Growth beyond Perceptions」に

よれば、この言葉は、2016 年に米国の旅行業界向けメディア「スキフト（Skift）」

によって初めて生み出されたとされている。 

 オーバーツーリズムの定義について、本リーフレットでは、リーフレットの作

成に携わった大学が整理した以下の定義を引用している。 

 

「観光地やその観光地に暮らす住民の生活の質、及び／或いは訪れる旅行者の

体験の質に対して、観光が過度に与えるネガティブな影響」 

 

これを受けて、観光庁発行の「観光白書」ではオーバーツーリズムについて以

下のように述べている。 
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「特定の観光地において、訪問客の著しい増加等が、市民生活や自然環境、景観

等に対する負の影響を受忍できない程度にもたらしたり、旅行者にとっても満

足度を大幅に低下させたりするような観光の状況は、最近では「オーバーツーリ

ズム（overtourism）」と呼ばれるようになっている。」 

（平成 30 年版「観光白書」P111 より） 

 

 ＵＮＷＴＯは、オーバーツーリズムは適切な観光地マネジメントの欠如と無

秩序な開発によって起こるとしており、「旅行者の数が増加するに従い、観光は

旅行者と地域の双方に対して持続可能な方法で発展していかなければならない」

としている。オーバーツーリズムは、持続可能な観光を実現するために向き合わ

なければならない重要な課題の一つと言える。 

 
参考ＵＲＬ 

ＵＮＷＴＯ「‘Overtourism’? – Understanding and Managing Urban Tourism Growth beyond 

Perceptions」 

https://www.e-unwto.org/doi/book/10.18111/9789284420070 

平成 30 年版観光白書（P111） 

http://www.mlit.go.jp/statistics/file000008.html 

 

オーバーツーリズムへの関心の高まりの背景 

 我が国では戦後の高度成長期に起こったレジャーブームをはじめ、過去に何

度も観光の隆盛期を迎え、国内各地において観光地の混雑も経験している。では

なぜ、今こうしてオーバーツーリズムに関連する課題がクローズアップされて

いるのか。 

 一つの要因はⅡ－２でも述べたように、全世界的に自国以外を旅行する人の

数が増え、人の移動が活発化していることである。異文化交流は観光の本質的な

意義だが、そうした交流が促進される一方で、生活文化・習慣の違いや相互理解

の不足を背景としたマナー違反等、旅行者と地域住民との摩擦もまた、生じやす

くなっていると言える。ここ数年で外国人旅行者が急増した我が国においても、

例外ではない。 

 もう一つの要因は、観光そのものの変化にある。従来、観光資源は風光明媚な

風景や名所旧跡に代表されるように、地域住民の生活とある程度分断されてい

たが、近年は地域文化や生活そのものが観光資源となり、旅行先で日常的な生活

文化を体験する旅行形態が浸透しつつある。 

 このように、住民生活と観光の距離感が近くなっているのもまた世界的潮流

であり、こうした社会的変化を背景に、ポジティブ・ネガティブの両側面におい

て、地域住民の暮らしが観光から受ける影響は大きくなっていると言える。 

 何をもってオーバーツーリズムとするかについての絶対的な基準はなく、各

地域の特性や住民の意識にも密接に関わるが、適切な観光地マネジメントを行

わないまま、その地域の住民にとって適正と感じる数より多い旅行者が訪れ続

けると、オーバーツーリズムは深刻化する可能性があると考えられる。オーバー

ツーリズムの発生プロセスは、便宜的に以下の３つの段階に分類できる。 
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【オーバーツーリズムの発生プロセス】 

① 観光客が増加することにより混雑感が増し、観光客の満足度や再来訪希望に

影響を及ぼす。 

② さらに観光客が増えると地域の観光地化が進み、地域住民の日常生活に支障

が出る。 

③ 最終的には観光に対する地域住民の反感や嫌悪感が生まれ、観光の持続可能

性が低下してしまう。 

（出典：観光文化 240 号） 

 

 ②の段階で生じる地域住民の日常生活への支障の具体例としては、公共交通

機関の混雑が代表的である。③の段階では、Ⅲ－３で紹介するイタリアのヴェネ

ツィアのように、地価が高騰して地域住民が商売を継続できなくなる、郊外への

転居を強いられるなどの深刻な状況が生じている例がある。 

 

 

３．海外における現状 

 

 世界中から数多くの旅行者が訪れる海外の主要観光地の中には、既にオーバ

ーツーリズムの状況が発生しているとされ、それを受けてさまざまな対策が講

じられているケースも見られる。 

 

バルセロナにおける事例 

スペインのバルセロナ市では、1992 年の夏季に開催されたバルセロナ・オリ

ンピックを契機に外国人旅行者が増加し始め、これに伴って市は重要施策とし

て「観光」を位置づけた。その後、1994 年にＤＭＯであるバルセロナ市観光局

を設立し観光プロモーションの拡大を図ると、旅行者はさらに増大した。 

 住民との軋轢が顕在化してきたのは、延べ宿泊観光客数が、バルセロナ・オリ

ンピックが開催された 1992 年の 3.5 倍にあたる 1,400 万人を超えた 2007 年頃

からである。 

 バルセロナ市は都市交通基盤等のインフラが充実しているため、旅行者の過

剰流入の抑制が困難であること、また、住宅地が旧市街やサグラダ・ファミリア

等の観光地と近接していることから、住民との軋轢も生じやすかったと考えら

れる。スペインでは、観光は 2013 年の経済危機を打開する牽引役を果たしてき

たが、特定地域の住民からの観光による悪影響に関する苦情が徐々に広がり、

2014 年に市内を水着姿で買物をする旅行者に対する報道が行われたのをきっか

けに、観光の悪影響についての報道が一気に過熱していった。それに伴い、観光

に対する市民の反対デモ等も過熱してきた。スペインのメディアは反観光の動

きを「観光恐怖症（turismofobia）」と名付けた。 
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▲バルセロナにおける市民による反観光デモ

「これは観光ではない。侵略だ」 

（2017.６.10）  

 
▲バルセロナにおける「酔っ払い観光」に対

する反対デモ（2014.８.20）  

 

参考ＵＲＬ： 

http://www.france24.com/en/20170807-spain-barcelona-tourism-airbnb-protests-

demonstrations-italy-venice 

 

https://www.ara.cat/societat/Barceloneta-tornen-manifestar-turisme-

borratxera01197480496.html 

 
これらを背景に、バルセロナ市は、公共交通計画、セキュリティ計画等多くの

計画において、観光の観点を盛り込むようになった。 

 また、2015 年には観光による弊害を重大なものとして「ホテル建設凍結」を

公約に掲げたコウラ市長が当選した。なお、2017 年に公表された世論調査では、

バルセロナ市民が考える社会問題として「観光」が「失業率」を上回って１位と

なっている。 

こうした事態を受けて、2017 年にはバルセロナ県・市・ＤＭＯの協働組織で、

旅客流動の分析や、分散化策の検討等を専門的に実施するバルセロナ観光観測

所が設立され、ゾーニング（詳細は事例集 5-3 参照）やサグラダ・ファミリアに

おける事前予約制導入、グエル公園における時間ごとの人数制限（詳細は事例集

9-1 参照）等の対策を講じている。 

 

ヴェネツィアにおける事例 

 イタリアのヴェネツィアは欧州人のリゾートとして発展してきたが、1990 年

代後半からアジアを中心とした世界各国の旅行者が増加し、現在の年間旅行者

数はパリとほぼ同じ 3,000 万人に達している。 

 これに伴って外国資本が流入して住宅価格が高騰し、ヴェネツィア島部の居

住人口は 18 万人から５万人に減少した。旅行者の増加により路地や水上交通の

混雑、店鋪等の観光地化が進むことで、住民の利便性や街の歴史的な雰囲気が損

なわれるといった点も問題視されている。 

 こうした状況を受け、ヴェネツィア市は、旅行者に人気がある地区へのアクセ

スに予約制を導入し、また住居用の建物をホテルに変更する際に市議会の了承

を必要とする規制を導入するなどの対策を行っている。さらに、転出した住民が
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再度ヴェネツィアに居住できるよう尽力するＮＰＯも現れるなど、観光地マネ

ジメント機能の強化が見られる。 

 

 
▲ヴェネツィア観光で人気のゴンドラクルー

ズ 

 
▲「Enjoy & Respect Venezia」キャンペ

ーンにより旅行者のマナーを向上  

 

これらの事例から学ぶこと 

 これらの事例は、旅行者が地域住民にとって過剰に感じられるほど増加する

と、単に観光政策への支持が得られないだけでなく、旅行者に対する敵視や観光

政策への抗議活動などにエスカレートする可能性もあることを示している。 

 また、持続可能な観光を実現するには、旅行者の満足度を上げるとともに、地

域住民に対しても日常的に配慮した上で、地域住民からの理解と協力を得てい

く必要があることも明らかになったと言える。 

 近年、地域の生活文化や産業、生活の中にある自然環境などが、観光資源とし

て重視されるようになった。これらは地域社会や住民の暮らしがあってこそ成

り立つことを、観光政策の推進に当たって改めて意識することが重要である。ま

た、地域住民の反発を招かないためには、観光地が置かれている状況をモニタリ

ングし、早い段階で必要な対策を講じるなど、観光地マネジメントの適切な実行

が重要であることも明らかになったと言える。 
 

参考資料： 

バルセロナ 

2017 年度 国土交通政策研究所「持続可能な観光政策のあり方に関する調査研究」報告書

http://www.mlit.go.jp/pri/houkoku/gaiyou/kkk146.html（2018 年４月・本冊）のＰ92 

Milano, Claudio, Overtourism and Tourismphobia:Global trends and local contexts, 

Barcelona: OSTELEA, 2018 

UNWTO, “Overtourism”? Understanding and Managing Urban Tourism Growth beyond 

Perceptions , 2018 

サグラダ・ファミリア事前予約サイト 

https://tickets.sagradafamilia.org/en/1-individual/10-sagrada-familia 

グエル公園事前予約サイト 

https://parkguell.barcelona/en/buy-tickets 

バルセロナ市観光局チケット販売サイト 

http://www.mlit.go.jp/pri/houkoku/gaiyou/kkk146.html（2018年４月・本冊）のＰ92
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https://bcnshop.barcelonaturisme.com/shopv3/es/ 

 
ヴェネツィア 

2018 年度 国土交通省 総合政策局 環境政策課「環境と観光の両立のための持続可能な観光客

受入手法に関する調査業務報告書」 
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Ⅳ 我が国における現状 

 
１．全体的な傾向 

 2018 年にＵＮＷＴＯが世界の主要 15 カ国の居住者を対象に実施した、観光が

地域に与える影響についてのアンケート（注１）において、我が国は、ネガティ

ブな影響として挙げられた項目の大宗（注２）において、影響を与えていると回

答した居住者の割合が最も低かった。 

 
（注１） ネガティブ、ポジティブ両側面の影響について、それぞれ４つの回答を設け、各回答

に対する支持率を算出している。調査対象国は米国、英国、ドイツ、オーストラリア、

韓国等で、我が国も 15 カ国の中に含まれている。 

 

（注２） ネガティブな影響として挙げられた「通りや店、交通機関の混雑」、「家賃の高騰」、

「物価の高騰」、「交通機関の値上げ」（次ページの上グラフ右側）の４項目のうち「交

通機関の値上げ」を除く３項目について、我が国は「影響を与えている」と回答した居

住者の割合が 15 カ国の中で最も低かった。 

      

 さらに、このアンケートの「あなたの街において、観光をよりよくマネジメン

トするために、何らかの対応が必要だと思うか」という質問に対して、世界の主

要 15 カ国全体では、「はい」と回答した居住者の割合が 49％とほぼ半数を占め

た一方で、我が国でこのように回答した居住者の割合は 15 カ国の中で最低の

24％にとどまっている。 
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「都市観光に対する住民の認識に関する世界的調査」結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

出典： 

「Global survey on the perception of residents towards city tourism:impact and measure｣

World Tourism Organization ＵＮＷＴＯ 

都市観光に対する住民の認識に関する世界的調査：影響と対策（エグゼクティブ・サマリー） 

http://cf.cdn.unwto.org/sites/all/files/docpdf/unwtoispsosglobalsurveysummary.pdf （ P

９と P10） 

観光があなたの住む街にどういう影響を与えているか？ 

経済的に

豊かにな

った 

文化交流

の創出 

新たな観光

アクティビテ

ィの創出 

雇用の

創出 
通りや店、

交通機関

の混雑 

家賃の 

高騰 

物価の高騰 交通機関の

値上げ 

あなたの街において、観光をよりよくマネジメントするために、何らかの対応が必要だと思うか？ 
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さらに、訪日外国人旅行者の満足度は非常に高いレベルで推移している。観光

庁が毎年実施している訪日外国人消費動向調査によれば、訪日旅行全体の満足

度について「大変満足」又は「満足」と回答した訪日外国人旅行者の割合は、直

近５年間、90％超と高水準を保っている。よって、訪日外国人旅行者数が近年急

増するなかでも、訪日外国人旅行者の満足度は低下していないことが分かる。 

 
訪日外国人旅行者の満足度 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 出典：観光庁「訪日外国人消費動向調査」

http://www.mlit.go.jp/kankocho/siryou/toukei/syouhityousa.html 

 

また、観光庁が実施した調査において、「観光地で訪日外国人旅行者が増加し

たという情報が旅行判断にどう影響したか」を日本人に尋ねたところ、「検討し

ていた旅行自体を見送ったことがある」、「代わりに国内他地域への旅行にした

ことがある」との回答も一定数見られたものの、「国内旅行への影響がほとんど

なかった」との回答が 64.8％と最も多い結果となった。 

 
観光地で訪日外国人旅行者が増加したという情報が旅行判断にどう影響したか 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

出典：観光庁調査 

 

これらから、我が国において、全国的な傾向として、現時点では、他の主要観

光国と比較しても「観光地やその観光地に暮らす住民の生活の質、及び／或いは

訪れる旅行者の体験の質に対して、観光が過度に与えるネガティブな影響」（先

述のＵＮＷＴＯリーフレットにおいて引用されているオーバーツーリズムの定

5.3%

4.8%

5.7%

9.6%

3.3%

12.2%

4.6%

2.4%

64.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

⑨宿泊先を他地域に変更したことがある

⑧宿泊旅行を日帰り旅行に変更したことがある

⑦旅行を別時期に変更したことがある

⑥代わりに国内他地域への旅行にしたことがある

⑤代わりに海外旅行にしたことがある

④検討していた旅行自体を見送ったことがある

③情報をきっかけに当該観光地への旅行を検討したことがある

②情報をきっかけに当該観光地へ旅行したことがある

①国内旅行への影響がほとんどなかった
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義）が広く発生するには至っていないと言える。 

 

 
２．各主要観光地における状況 

 

観光庁・国土交通政策研究所では、より具体的に地域の実態を把握するため、

主要観光地を抱える計 214 の地方自治体を対象に、持続可能な観光に関しては

初となるＷＥＢ等一斉アンケート調査を実施した（アンケート実施期間は 2018

年 10 月 31 日〜11 月 30 日の１カ月間。うち 46 カ所については、国土交通政策

研究所が 2018 年度に別途実施したアンケート調査による回答。）。 

その結果、アンケートに回答した 138 の地方自治体はいずれも、訪問する旅

行者の増加に関連する課題の発生を認識しており、特に近年では混雑やマナー

違反に関する個別課題を強く意識する傾向にあることが分かった。さらに、多く

の自治体がこれらの課題に対する様々な対応策を講じ始めていることも明らか

になった。 

 

ＷＥＢ等アンケート調査の実施概要 

アンケートの質問項目については、以下の内容を把握する目的で設定した。 

・地方自治体の特徴・属性 

・課題の発生状況（レベルと発生時期） 

・課題への施策 

・地域基本計画やルール作り（観光計画、都市計画、条例、災害時対策等）にお

ける持続可能な観光の位置づけ 

・観光客受入状況 
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観光地（回答地方自治体）の分類 

観光地（回答地方自治体）を「都市型」、「歴史文化型」、「リゾート型」、「温泉

型」、「自然型」に分類した。類型の主な特徴と定義は以下の通りである。 

 
 定義・想定する課題 分類方法 

（1）都市型 

    N＝42 

• ショッピング、飲食等、市街地を中心

とした都市・商業の魅力を主な観光

資源とする地域 

• 混雑やマナー、宿泊施設の不足等と

の関連を想定 

• 観光統計等においてショッピング・飲食施設、テーマパーク

等の施設や、市街地エリアへの来訪割合が多いことが確認

できる市区町村 

• 指定都市・特別区である市区 

（2）歴史文化型 

    N＝50 

• 寺社・仏閣、城、歴史的町並み等

の文化遺産等を主な観光資源とす

る観光地 

• 文化財等の保護との関連を想定 

• 世界遺産（文化遺産）、国宝、重要文化財、その他国

指定・選定文化財等、県指定文化財等（以下「文化遺

産等」という。）を有し（※）、観光統計等より当該文化

遺産等への来訪割合が多いことが確認できる市区町村 

※ 寺社・仏閣、城、歴史的町並み等を念頭に、原則として

建造物・彫刻・史跡を対象とし、アンケート回答を基に記

載。別途、重要伝統的建築物保存地区についても考

慮 

（3）自然型 

    N＝56 

• 山岳、高原、湖沼、海岸等の自然

景観の鑑賞・体験を主な観光資源

とする地域 

• 自然環境の保全との関連を想定 

• 世界遺産（自然遺産）、国立公園、国定公園、都道府

県立自然公園（以下「自然遺産等」という。）を有し、観

光統計等より当該自然遺産等への来訪割合が多いことが

確認できる市区町村 

• 世界遺産（自然遺産）又は特別天然記念物を有する

市区町村 

（4）温泉型 

    N＝21 

• 温泉を提供する宿泊施設等や温泉

街を主な観光資源とする地域 

• 古くから発展してきた温泉街におけ

る、地域経済への影響等の課題を

想定 

• 観光経済新聞「第 32 回にっぽんの温泉 100 選（2018

年度）」に該当する市区町村等 
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（5）リゾート型 

    N＝8 

• 良好な自然条件を有し、自然景観

の鑑賞・体験、温泉による保養、ス

キー等のスポーツ、ショッピングなど、

様々なレジャーの体験を主な観光資

源とする地域 

• 自然環境の保全のほか、季節変動

の大きさや、レンタカー等、複数の課

題との関連を想定 

• 自然遺産等を有し、自然景観の鑑賞・体験、温泉による

保養、スキー等のスポーツ、ショッピングの複数について来訪

割合が多い地域に便宜的に限定。具体的には以下のいず

れかに該当する地域。 

a. 自然型のうち、観光統計等により上記の他のレジャー

目的での来訪が多いことを確認できる市区町村 

b. 温泉型のうち、自然遺産等を有し、観光統計等によ

り上記の他のレジャー目的での来訪が多いことを確認

できる市区町村（※分類の結果、該当なし） 

≪留意事項≫ 

 いわゆるリゾート法においては、良好な自然条件を有する地

域において、国民が滞在しつつ、スポーツ、レクリエーション、教

養文化活動、休養（自然環境や温泉を活用した健康の増

進等を含む。）等の多様な活動を行うことができる総合的な

機能の整備を推進しており 、本調査のリゾート型の定義につ

いては、これを参考とした。 

但し、滞在型である点については、宿泊客比率・宿泊者平

均泊数を調査・公表していない市区町村が少なくないこと、ま

た、島嶼部や移動拠点となる大都市において平均泊数が高

い場合があることなどから、本調査におけるリゾート型への分類

方法としては考慮しないこととした。 

 

 

 

 
訪問旅行者の増加に関連する課題の認識 

 

全体的な傾向（課題カテゴリー別） 

訪問旅行者の増加に関連する課題の発生状況の全体像を把握するために、９

つの課題カテゴリー（注１）ごとに整理して、地方自治体が課題をどのように認

識しているか（注２）をまとめると、「マナー・ルール」、「混雑」は多くの地方

自治体で課題として認識されやすい傾向にあることがわかる。 

また個別課題としては、「観光客のマイカーや観光バス等による交通渋滞」、

「日帰り客等の増加に伴うリーケージ（注３）」、「宿泊施設の不足」、「トイレの

不適切な利用」、「緊急時の安全確保」が上位となっている。 

 
（注１）課題カテゴリー＝①マナー・ルール ②混雑（交通関係） ③混雑（観光地等） ④自

然環境保護 ⑤文化財等の保護 ⑥土地利用・宿泊施設等 ⑦地域経済への影響 ⑧観

光危機管理 ⑨全般 

（注２）アンケートの選択肢において、「特に重要な課題として対応を検討又は実施している」

及び「課題として対応を検討又は実施している」を選択した地方自治体の割合を示した

もの。 

（注３）リーケージ（leakage）：「漏出」の意味。「観光リーケージ」は観光収入が地元地域に落

ちず、他地域に漏出してしまうことを意味する。 
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観光地（地方自治体）類型別による課題発生状況  

観光地（地方自治体）類型別による課題発生状況の傾向は以下の通りである。 

 

●都市型 

最も多くの地方自治体で認識されている課題は「マイカーや観光バス等によ

る交通渋滞（34％）」で、それに続くのが「宿泊施設の不足」、「緊急時の安全確

保」である。また、「深夜の騒音の増加」、「ゴミ投棄」が比較的多いことは都市

型の特徴と思われる。課題のカテゴリー別では、「混雑」、「土地利用・宿泊施設

等」、「マナー・ルール」などの項目が上位を占める。 

 

●歴史文化型 

最も多くの地方自治体で認識されている課題は「マイカーや観光バス等によ

る交通渋滞（52％）」で、それに続くのが「日帰り客等のリーケージ」、「宿泊施

設の不足」、「トイレの不適切な利用」である。「日帰り客等のリーケージ」、「ト

イレの不適切な利用」が比較的多いことは歴史文化型の特徴と思われる。課題の

カテゴリー別では都市型と同じように、「混雑」、「マナー・ルール」などの項目

が上位を占める。 

 

●自然型 

最も多くの地方自治体で認識されている課題は「日帰り客等のリーケージ

（34％）」であり、それに続く「季節変動による雇用不安定」、「マイカーや観光

バス等による交通渋滞」も約３割の地方自治体で認識されている。「季節変動に

よる雇用不安定」が比較的多いことは自然型の特徴と思われる。課題のカテゴリ

ー別では「地域経済への影響」、「自然環境保護」などの項目が上位を占める。 
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●温泉型 

最も多くの地方自治体で認識されている課題は「季節変動による雇用不安定」、

「トイレの不適切な利用」（共に 48％）であり、それに続いて、「日帰り客等の

リーケージ」、「マイカーや観光バス等による交通渋滞」が課題として認識されて

いる。「季節変動による雇用不安定」が比較的多いことは温泉型の特徴と思われ

る。課題のカテゴリー別では「地域経済への影響」、「自然環境保護」などの項目

が上位を占める。 

 

●リゾート型 

サンプル数が少ないが（Ｎ＝８）、観光に特化していることから、課題対応率

が他の地方自治体に比べて高いのが特徴。最も多くの地方自治体で認識されて

いる課題は「マイカーや観光バス等による交通渋滞」で７割以上と多く、また半

数以上の地方自治体で「季節変動による雇用不安定」、「ゴミの投棄・増加」、「緊

急時の安全確保」、「立入禁止区域への侵入」等が課題として認識されている。課

題のカテゴリー別では、「地域経済への影響」、「混雑」、「観光危機管理」、「自然

環境」が上位を占める。 

 

課題発生時期の全体概要（課題カテゴリー別） 

「自然環境保護」や「文化財等の保護」は 20 年より前から発生している課題

と認識している地方自治体の割合が多い。一方で、「マナー・ルール」、「混雑」、

「観光危機管理」は、最近２、３年以内に発生した課題として認識している地方

自治体の割合が多い。 

 
 

また、個別課題としては以下のような傾向が見られる。 

・「緊急時等の安全確保」は課題として取り組む地方自治体も多く、比較的最近

の課題として認識されている。 

・件数は少ないものの「白タク問題」、「医療機関の混雑や未収」が、最近２、３

年以内に発生した課題として認識されている。 
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・最も多くの地方自治体で課題として認識されている「マイカーや観光バス等

による交通渋滞」は、比較的以前から認識している地方自治体が多く、また

「ゴミ投棄」、「ゴミの増加」も同様の傾向が見られる。 

 

課題に対する対策の状況 

 

対策に関する全体的な傾向 

 各種計画等において観光の持続可能性に関する記述がある地方自治体は７割

以上に上る。課題に対して地方自治体が実施している対策を課題カテゴリー別

に整理すると、上位には多様な課題カテゴリーが挙がった。地方自治体が最も多

く取り組んでいる対策は「観光関連機関や民間事業者等との連携」で約６割を占

める。それに続き、「イベント・ツアー等における地元企業、地元産品等の活用

促進」、「広域連携による観光客の分散」、「レンタサイクル」、「オフ期イベント・

誘客」も４割以上の地方自治体が取り組んでいる。 
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課題カテゴリー別の対策の状況  

対策についての課題カテゴリー別の状況は以下の通りである。 

 

●マナー・ルール 

最も多くの地方自治体が取り組んでいる対策は「マナー・ルール周知のための

広報」で３割以上に上る。「自然環境・文化財等の保全意識を醸成するイベント・

ツアー等」も約３割の地方自治体が取り組んでおり、『検討中』、『関心あり』と

回答した地方自治体も約４割に上った。また、「ゴミの持ち帰りの呼びかけ」は

27％の地方自治体で実施されている一方で、「ゴミ対策の強化」に取り組む地方

自治体は 13％に留まった。 

 

●混雑（交通関係） 

最も多くの地方自治体が取り組んでいる対策は「レンタサイクルの活用」で４

割以上。「施設入場券と公共交通機関の乗り放題きっぷ」も 25％の地方自治体が

取り組んでいる。 

 

●混雑（その他） 

「広域連携による観光客分散」、「オフ期イベント」に４割以上の地方自治体が

取り組んでいる。 

 

●自然環境保護／文化財等の保護 

「条例の制定」の実施が最も多く、約４割の地方自治体が取り組んでいる。ま

た、「マナー等周知のための広報」、「自然環境・文化財等の保全意識を醸成する

イベント・ツアー等」に取り組む地方自治体が約３割あり、関心がある地方自治

体も２割以上となっている。「ゴミ対策の強化」に取り組む地方自治体は１割程

度だが、約３割の地方自治体は『関心がある』を選択している。 

 



 30 

●土地利用・宿泊施設等 

「まちづくり条例制定」が最も多く実施されている。それに続くのは、「地区

計画等による意匠等の制限」や「景観計画」となっている。「民泊施設の円滑な

推進方策」に取り組む地方自治体は１割に満たないが、４分の１の地方自治体は

『検討中』または『関心あり』を選択している。 

 

●地域経済への影響 

「イベント・ツアー等の地元企業活用促進」、「通年化のためのオフ期イベン

ト」に取り組む地方自治体が４割以上となっている。一方で、「リーケージ問題」

や「雇用の季節問題等」への取組はあまり広がっていない。 

 

●観光危機管理 

昨今の災害被害を受けてか、「災害発生時の的確な方策」が最も取り組まれて

おり、関心も高い。 

 

●マネジメント全般 

具体的な対策に向けた体制について「官民連携」が約６割で最も多く、「観光

指標計測によるマネジメント方策」への取組も４割となっている。一方で「住民

理解」への取組は２割程度に留まっている。 

 

課題発生状況と対策状況の対応表（課題カテゴリー別） 
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Ⅴ 今後の取組の方向性 

 
１．観光地マネジメントの必要性とその主体 

 

先述の通り、我が国において、全国的な傾向として、現時点では、他の主要観

光国と比較してもオーバーツーリズムが広く発生するに至っているとは言えな

いものの、主要観光地を抱える多くの地方自治体において、混雑やマナー違反を

はじめ、訪問する旅行者の増加に関連する個別課題の発生を認識していること

が明らかになった。 

これらの個別課題を解決・改善するため、地方自治体、観光地域づくり法人

（ＤＭＯ）等が、本文書に添付している国内外の先進事例集を参考にしながら、

具体的な取組を随時推進していくことが期待される。 

一方で、主要観光地における訪問旅行者の増加傾向は一過性の現象とは言え

ないため、受け身の姿勢での応急処置的な対策に終始するのではなく、長期的な

視野に立った観光地マネジメントの一環として、地域社会における経済利益、コ

ミュニティ・旅行者・文化資源・環境に対する利益の最大化、悪影響の最小化な

ど、様々な側面に目配りをしながら対策に取り組むことが望ましい。そうした取

組の実行により、オーバーツーリズムの状況の発生を未然に防ぐことができる

と言える。 

こうした観光地マネジメントの実施主体については、地域によって置かれた

環境が異なること、地域の観光関係者や住民へのきめ細かな調整も必要になっ

てくることを踏まえれば、地域の実情を最も把握している地方自治体や観光地

域づくり法人（ＤＭＯ）等が第一候補となる。 

特に観光地域づくり法人（ＤＭＯ）については、観光庁に設置された「世界水

準のＤＭＯのあり方に関する検討会」が本年３月に公表した中間とりまとめに

おいて、以下のように整理され、持続可能な観光の実現に向けた取組が、改めて

その役割の中心に位置づけられたところである。 

 

・ 観光地域づくり法人（ＤＭＯ）の目的は、観光で地域が稼げる仕組みづくり

やオーバーツーリズム対策を含めた環境整備をすることによって地域経済を

成長させ活性化させること。このためには、地方創生に貢献する農林水産業、

商工業、文化・環境等の幅広い分野と連携し、地域の総合政策として取り組む

必要がある。 

・ 今後の観光地域づくり法人（ＤＭＯ）の取組は、「持続可能な観光地域づく

り」、閑散期対策などの需要の平準化といった「観光地域全体のマネジメント」

の観点にも留意すること。 

・ 地域は、地方自治体を含む観光振興に関わる地域全体の体制に関する議論

を行った上で、観光地域づくり法人（ＤＭＯ）の目的と役割を整理し明確にす

ること。 

 

 観光庁としても、今年度予算において、外部専門人材の登用や中核人材の育成
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等による観光地域づくり法人（ＤＭＯ）の体制強化に対する支援や地域における

受入環境整備等の取組に対する支援等を実施することとしており、これらの支

援を通じて地域における持続可能な観光の実現に関する取組を促進していく。 

 

 

 
 

「地域の観光戦略推進の核となるＤＭＯの改革」事業の概要 

 

 
 

さらに、今年度から地方運輸局（国土交通省の地方支分部局）観光部における

持続可能な観光の実現に関する組織体制の充実を図ったところであり、地方自

治体や観光地域づくり法人（ＤＭＯ）等における取組をサポートしていくことと

している。 

 

＜地方運輸局観光部 連絡先＞ 

・北海道運輸局 観光部 観光企画課：   011-290-2700 

・東北運輸局 観光部 観光企画課：    022-791-7509 

・関東運輸局 観光部 観光地域振興課：  045-211-7265 

・北陸信越運輸局 観光部 観光地域振興課：025-285-9181 

・中部運輸局 観光部 観光地域振興課：  052-952-8009 

・近畿運輸局 観光部 観光地域振興課：  06-6949-6411 

・中国運輸局 観光部 観光企画課：    082-228-8701 

・四国運輸局 観光部 観光企画課：    087-802-6735 
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・九州運輸局 観光部 観光地域振興課：  092-472-2920 

・沖縄総合事務局 運輸部 企画室：    098-866-1812 

 

 

２．正確かつ多面的な実態把握に基づく観光地マネジメント 

 

実態把握の指標：「持続可能な観光指標」 

前述のような視点での観光地マネジメントの実施に当たっては、日帰り客数

や宿泊客数、域内消費額などの「訪れてよし指標」にとどまらず、住民満足度や

環境への負荷などの「住んでよし指標」を含めたデータを計測し、正確かつ多面

的な現状把握を実施することが第一歩となる。 

実態把握に際しては、「持続可能な観光指標（Sustainable Tourism Indicator）」

（以下「観光指標」という。）の活用が有効である。観光指標を活用した実態把

握を継続的に実施することで、課題とその解決状況が明らかとなり、持続可能な

観光の実現に向けた具体的な取組が推進される。また、観光指標を活用した実態

把握は、観光地における課題を早期に認識し、重大な問題に発展する前に対処す

ることを可能とする。さらに、実態把握の結果を「見える化」し、分かりやすい

形で地域住民に共有することで、地域住民の観光政策に対する参画度、理解度を

向上させることが期待される。 

グローバルな観光指標に基づく高い評価を獲得するに至った観光地は、高所

得旅行者向けの観光を扱う海外の観光業者からの優遇措置を受けられるなどの

メリットを享受し、他の観光地との差別化を図ることも可能となる。 

こうしたことから、各観光地においては、観光指標を設定し、まずはそれに基

づき実態把握をスタートすることが期待される。付録の事例集には、沖縄県が独

自の観光指標を新たに開発した事例（事例集 1-1 参照）を紹介しているが、地域

で独自に開発した観光指標は、各地域のニーズに沿った内容とすることができ

る反面、開発のために相当の労力とコストを要する。他方、既に海外では複数の

国際機関によって独自の観光指標が開発されており、こうした観光指標を活用

して観光地のマネジメントを行っている都市や地域も少なくない。 

 中でも、多くの都市や地域で導入されているのが、グローバル・サスティナブ

ル・ツーリズム協議会（ＧＳＴＣ: Global Sustainable Tourism Council）が開

発した国際観光指標である。 

 

ＧＳＴＣの国際観光指標とは 

 ＧＳＴＣは、ＵＮＷＴＯや国連環境計画（ＵＮＥＰ）等の国連機関や、国際

ＮＧＯにより 2007 年に設立された国際組織で、旅行会社やホテル、観光地に

対し、国際基準に則った評価手法を提示している。 

 

 ＧＳＴＣが開発した観光指標は以下の２種類がある。 

 

・ 観光業界向けのＧＳＴＣ－Ｉ（Global Sustainable Tourism Criteria for 

Industry）/2008 年に開発 
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・ 観光地向けのＧＳＴＣ－Ｄ（Global Sustainable Tourism Criteria for 

Destination）/2013 年に開発 

 

 いずれも、以下の４つのテーマをもとに策定されている。 

Ａ   持続可能な観光地管理 

Ｂ   地域社会における経済利益の最大化、悪影響の最小化 

Ｃ   コミュニティ、旅行者、文化資源に対する利益の最大化、 

悪影響の最小化 

Ｄ   環境に対する利益の最大化、悪影響の最小化 

 

 これら４つのテーマそれぞれに対して具体的な項目と、各項目についての

基準と指標が設定されている。 

 ＧＳＴＣ－ＤやＧＳＴＣ－Ｉを導入した観光地や観光業者は、これらの基

準や指標を満たしてマネジメントされているかどうかを自ら評価し、継続的

にモニタリングを行っている。 

 ＧＳＴＣ－Ｄの評価指標の項目は以下の通りである。 

 
出典：GLOBAL SUSTAINABLE TOURISM COUNCIL 

「観光地用 グローバル・サステイナブル・ツーリズム協議会国際基準 および 推奨評価指標

Version 1.0, 2013 年 12 月 10 日」をもとにＪＴＢ総合研究所作成 

A: 持続可能な観光地管理
B: 地域社会における経済利

益の最大化、悪影響の最小

化

C: コミュニティ、旅行者、

文化資源に対する利益の最

大化、悪影響の最小化

D: 環境に対する利益の最大

化、悪影響の最小化

A1 持続可能な観光地への戦

略
B1 経済調査 C1 観光資源の保護 D1 環境リスク

A2 観 光 地 の 管 理 組 織

（DMO）
B2 地域の就業機会 C2 旅行者の管理 D2 脆弱な環境の保護

A3 モニタリング B3 住民参加 C3 旅行者のふるまい D3 野生生物の保護

A4 観光業の季節変動に対す

る経営管理
B4 地域コミュニティの声 C4 文化遺産の保護 D4 温室効果ガスの排出

A5 気候変動への適応 B5 地域住民のアクセス C5 観光資源の解説 D5 省エネルギー

A6 観光資源と魅力のリスト

アップ
B6 観光への意識向上と教育 C6 知的財産 D6 水資源の管理

A7 計画に関する規制 B7 搾取の防止 D7 水資源の確保

A8 ユニバーサルデザイン B8 コミュニティへの支援 D8 水質

A9 資産の取得
B9 地域事業者への支援と

フェアトレード
D9 廃水

A10 来訪旅行者の満足度 D10 廃棄物の削減

A11 持続可能性の基準 D11 光害と騒音

A12 安全と治安 D12 環境負荷の小さい交通

A13 危機管理と緊急時体制

A14 観光の促進
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＜参考ＵＲＬ＞ 

https://www.gstcouncil.org/wp-content/uploads/2017/01/Japanese-GSTC-D-

translationv2-.pdf#search=%27GSTC+%E6%8C%87%E6%A8%99%27 

 

 旅行者や環境保全に対する項目だけでなく、地域社会や住民に関する項目

もきめ細かく設定されていることが特徴と言える。各項目で設定された基準

と指標の一例は、以下の通りである。 

 

Ａ10 来訪旅行者の満足度 

○基準 

旅行者の満足度をモニターし、その結果を報告書として公開し、必要に応じ

て旅行者の満足度を高める措置をとる。 

○指標 

・ 旅行者の満足度に関するデータを収集し、報告書として公開している。 

・ モニタリングの結果に基づき、旅行者の満足度を向上させるための対策

をとる仕組みがある。 

 

Ｂ３ 住民参加  

○基準 

観光地の計画立案や意思決定に関して、継続的に住民参加を促す体制を整え

る。 

○指標 

観光地の運営計画や意思決定には、行政、民間企業、コミュニティの利害関係

者（ステークホルダー）が参加する体制を整えている。 

観光地運営について話し合う住民集会が、年１回以上、実施されている。 

 

Ｂ４ 地域コミュニティの声 

○基準 

観光地のマネジメントに関する地域コミュニティの期待、不安、満足度等につ

いて定期的に調査と記録を行い、適宜公表する。 

○指標 

・ 観光地の基準の管理との整合性に関する住民の期待、不安、満足度等の

データは、定期的に収集、調査、記録、公表されている。 

・ データの収集、調査、記録、及び公表は、適宜実施されている。 

 

Ｃ３ 旅行者のふるまい 

○基準 

特に配慮を必要とする場所を旅行者が訪れる場合には、節度ある行動を促す

ガイドラインを定め、提供する。このガイドラインは、旅行者による環境負

荷を抑制し、望ましいふるまいを促すものとする。 

○指標 
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・ 特に配慮を必要とする場所における旅行者の行動規範となる、文化及び

環境ガイドラインがある。 

・ ツアーガイドとオペレーター向けに実施基準を設けている。 
＜参考ＵＲＬ、資料＞ 

ＧＳＴＣについて 

国土交通政策研究所 PRI レビュー第 70 号「持続可能な観光政策のあり方に関する調査研究」 

P17 

http://www.mlit.go.jp/pri/kikanshi/prireview2018.html#pri70 

ＧＳＴＣ公式サイト https://www.gstcouncil.org 

ＧＳＴＣ－Ｄの基準と指標の具体的な内容 

2017 年度 国土交通政策研究所「持続可能な観光政策のあり方に関する調査研究」報告書 P18

〜23 

http://www.mlit.go.jp/pri/houkoku/gaiyou/kkk146.html  

 

今後の観光庁の取組の方向性 

 

正確かつ多面的な実態把握に基づく観光地マネジメントを推進するため、今

年度においては、ＧＳＴＣやそのＥＵ版たるＥＴＩＳ（European Tourism 

Indicators System）を参考にしつつ、Ｇ20 観光大臣会合の開催地であり、自然

の魅力を活かして観光振興に積極的に取り組んでいる北海道内の複数の地方自

治体の協力を得ながら、我が国において全国的に活用できる観光指標（「日本版

ＳＴＣ（Sustainable Tourism Criteria）」）のあり方について検討を進める。 

さらに、観光指標を適切に活用できる人材の育成も重要であることから、観光

指標に係るセミナー開催等を通じて、観光指標の普及・啓発を進めることも検討

する。 

 

  
▲G20 開催地である北海道の自治体の協力を得ながら日本版ＳＴＣの開発を検討する。 

写真は外国人旅行者に人気の北海道ニセコ町 

 
３．地域住民とのコミュニケーションの促進 

 

観光が地域に及ぼす影響の「見える化」 

地域住民からの反発により、観光の持続可能性の低下や「訪れてよし」に向け

た観光施策の停滞を招く事態を避けるためには、地域住民とのコミュニケーシ

ョンを重ねることで、観光への理解を促進し、積極的な協力を得ていくことが重
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要となる。 

 そのため、観光指標等を活用して把握した、観光が地域に及ぼすポジティブ・

ネガティブ両側面の影響について、住民にとって分かりやすい形で「見える化」

した上で、住民向けの広報媒体やタウンミーティング等の多様な手段を活用し、

住民に対して丁寧に周知していくことが望ましい。 

 例えば、ポジティブな影響についても、訪問旅行者数の統計データを公表して

いる地方自治体や観光地域づくり法人（ＤＭＯ）は多く見られるが、そのうち外

国人旅行者が何人か、日帰り・宿泊別の内訳、地域内における旅行者による消費

額、それによる雇用創出や税収拡大、インフラや地域交通の整備、Ｕターン・Ｉ

ターン者の増加やコミュニティの維持など、当該地域にとって、どのような具体

的な効果が出ているのか、ということについて分かりやすく情報発信をしてい

る例は、現状では決して多いとは言えない状況にある。 

 

受益者負担の考え方に基づく取組 

 さらに、受益と負担の関係を明確化し、地域住民の観光への理解と協力を得て

いく観点から、旅行者から負担金や料金等を徴収し、具体的な対応策の実施やイ

ンフラの整備等に充てる仕組みの構築についても、地域の実情に応じて検討す

ることが望ましい。 

 近年では、東京、大阪、京都、金沢、倶知安などで、いわゆる宿泊税が導入さ

れ、その他の地方自治体でも導入に向けた検討が進んでいるほか、入湯税の超過

課税を行っている例もあり、それぞれ、受益者負担の考え方に基づき、独自の財

源を確保した上で、地域の観光に関する課題対策に充てている例が見られる。 

 こうした取組は、条例化等の意思決定過程において、地域住民も巻き込んだそ

の必要性や使途についての議論が活発に行われ、地域住民の観光政策の決定過

程への参画を促す効果が期待されるほか、受益者の負担により具体の対策が進

むことで、地域住民の観光への理解と協力を得ていくことに資すると考えられ

る。 

 

参考事例 宿泊税導入や入湯税の超過課税による財源確保 
 地域の観光振興や、適切な観光地マネジメントを行うため、地域が宿泊税の

導入などにより、独自の財源確保を行うケースが日本国内でも増えている。具

体的には、以下のような事例がある。 

 

宿泊税の導入（京都市） 

 国際文化観光都市としての魅力を高め、観光の振興を図る施策に要する費

用に充てることを目的に、2018 年 10 月１日に導入された。 

 宿泊税収入については住んでよし、訪れてよしのまちづくりに資する事業

に活用し、市民、納税者である宿泊者,特別徴収義務者となる宿泊施設の運営

事業者が宿泊税の効果を実感できる取組を目指す。 

 納税義務者はホテル、旅館、簡易宿所等のほか、民泊等への宿泊者も含めた

すべての宿泊者（修学旅行生等は免除）。税率は以下の通り。 
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宿泊料金             税額 

20,000 円未満             200 円 

20,000 円以上 50,000 円未満      500 円 

50,000 円以上            1,000 円 

 
参考ＵＲＬ 

https://www.city.kyoto.lg.jp/gyozai/page/0000236942.html（京都市 HP） 

 

  
▲2018 年 10 月から宿泊税を導入している京都 

 

入湯税の超過課税（かさ上げ）（北海道釧路市・阿寒湖温泉） 

 2016 年４月より、市内の阿寒湖温泉地区にある国際観光ホテル整備法に基

づく登録ホテル・旅館の宿泊客に対しては、従来の入湯税 150 円に対して 100

円を「かさ上げ」した 250 円を徴収している。 

 かさ上げによる入湯税の増収分は「釧路市観光振興臨時基金」に積み立てら

れ、250 円の税率が適用される宿泊施設が所在する地域の観光振興事業に役立

てる。 

 なお、小中学生及び就学前の児童、該当施設の日帰り利用等は課税が免除さ

れる。 

 

 
▲北海道釧路市にある阿寒湖と温泉街 

参考ＵＲＬ 

https://www.city.kushiro.lg.jp/kurashi/zeikin/sonota/0003.html（釧路市 HP） 

 

今後の観光庁の取組の方向性 

 今年度においては、観光に関する地域住民とのコミュニケーションの促進に
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意欲的な地域の協力を得ながら、観光が地域に及ぼす影響について地域住民に

対して分かりやすく周知するための実証事業を実施する。 

こうした事業の結果も踏まえながら、実態把握のために必要なデータの種類

や当該データの取得方法、地域住民への周知手法等についてのノウハウを蓄積

し、他の地方自治体や観光地域づくり法人（ＤＭＯ）等に横展開することで、各

地域における地域住民とのコミュニケーションを促進していく。 

 

 

４．訪問する旅行者への効果的な情報提供 

 

旅行者への情報提供の重要性 

 マナー違反や混雑など、訪問する旅行者の増加に関連する課題への対応に際

しては、個々の旅行者に必要な情報を効率的・効果的に伝えることも重要な手段

である。 

 

●マナー違反 

 観光地におけるマナー違反行為については、訪日外国人旅行者に限ったもの

ではないが、特に訪日外国人旅行者は、文化や生活習慣の違いから、マナー違反

となる行為を認識していない場合が十分想定される。訪日外国人旅行者が「なぜ

こういうことをするのか」という点に思いを巡らせ、ただ禁止するのではなく、

背景となる文化・風習を知った上で、我が国において守って欲しいマナーについ

て適切に情報提供し理解を促していくことが重要である。 

その際には、押しつけがましい印象を与えて旅行者から反発を招かないよう、

受け手側が素直に受け入れられるような工夫が必要である。 

他方、地域住民や旅行者の安全確保や満足度向上を実現し、質の高い観光を提

供する観点から、内容や状況によっては禁止事項を明確に表現するなどの対応

が必要なケースもあり得る。 

 

   
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲訪日外国人旅行者向けマナー啓発リーフレット&ポスター 

「京都ノトリセツ〜京都のあきまへん」  
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●混雑問題 

 混雑が課題になっている観光地においても、現時点では観光スポット、季節、

時間帯によって、という状況が大半と思われる。そのため、混雑状況を旅行者に

対して「見える化」することで、ある程度需要を分散化させることができると考

えられる。その際、可能であれば、ＩＣＴ技術も活用してライブ情報を提供する

ことによって、直接に旅行者の行動変容を促すことが望ましい。 

なお、需要の分散化に当たっては、旅行者が当初の予定とは別の選択肢を採る

メリットを、共感が得られる形で提供することが必要である。さらに、地域内に

おける分散のみならず、都市部から地方部への広域的な分散について、地方自治

体間の広域連携や広域連携ＤＭＯ等を通じて検討することも重要である。 

 

  
▲嵐山地域における観光快適度の見える化による分散化実証事業 

 

今後の観光庁の取組の方向性 

観光庁としては、日本政府観光局（ＪＮＴＯ）を通じた情報発信や、訪日外国

人旅行者の受入環境整備に関する実証事業、補助事業等も活用しながら、各地域

における旅行者への情報提供の充実に向けた取組を支援していく。 

 さらに、訪日外国人旅行者に向けたマナー啓発については、各地域の先行事例

を参考にしつつ、共通する事項に関する動画やリーフレットの制作及び全国展

開について検討する。 
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コラム 

 

ＵＮＷＴＯの「世界観光倫理憲章」 

～持続可能な観光を実現するために参照すべき規範～ 

 1999 年 10 月にチリのサンティアゴで開催された第 13 回ＵＮＷＴＯ総会に

おいてＵＮＷＴＯは、「観光する権利及び旅行者の移動の自由を確認し、開か

れ、自由化された国際経済の文脈の中で、社会のあらゆる部門によりその利益

が共有される、衡平等で、責任のある、持続可能な世界観光の秩序を促進する

という我々の願望を表明し、これらの目的を達成するため、世界観光倫理憲章

（ＧＣＥＴ: The Global Code of Ethics for Tourism）の原則を厳粛に採択

する」として、世界観光倫理憲章を定めた。この普及及び実施活動はＵＮＷＴ

Ｏが実施する最も重要な事業の一つとされている。 

 

 本憲章は、全 10 条で構成され、観光分野における人間（特に子供）の搾取

への撲滅、自然環境の保護、旅行者に対する誠実な情報提供、労働者の基本的

権利の保障、文化遺産の価値向上への貢献、受入国や地域社会に有益な活動の

実践など責任ある持続可能な観光を実現するために、各国政府、観光業界、地

域社会、旅行者等の観光産業の発展に携わる関係者が自発的に取り組む事項

を定めている。本憲章に法的拘束力はないが、観光は人々の生活及び地球に意

義ある貢献ができるとの信念に導かれ、この信念は、世界観光倫理憲章の核心

であり、観光開発の進むべきロードマップと位置付けている。 

 

倫理憲章の全 10 条 

 

第１条  人間と社会間の相互理解と敬意への観光の貢献 

第２条  個人と集団の充足感を得る手段としての観光 

第３条  観光：持続可能な開発の要素 

第４条  観光：人類の文化遺産の利用とその価値を増進させる貢献 

第５条  観光：受入国及び受入側地域社会に役立つ活動 

第６条  観光開発の利害関係者の義務 

第７条  観光をする権利 

第８条  観光客の行動の自由 

第９条  観光産業における労働者と事業者の権利 

第 10 条  世界観光倫理憲章の原則の実施 

 

 2011 年からＵＮＷＴＯは、本憲章の普及促進のために、企業・団体のコミ

ットメントを奨励している。企業・団体が本憲章への誓約に署名を行うこと

で、社会的責任（ＣＳＲ）を通じて持続可能な観光開発を実践していくことが

期待される。2018 年４月現在、世界の約 70 の国、５の地域、３の世界組織か

ら 555 の企業と団体が署名している。 

 

 例えば、グローバルに展開する Marriott International のほか、世界から

多くの旅行者が集まるスペインでは、Fuerte Hoteles､Ilunion Hoteles､

Minube､Vincci Hoteles など、富裕層向けのラグジュアリーホテルなど数々の
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ホテルが署名している。さらに、トルコを拠点とし、カジノなども併設した複

合リゾートを展開する Concorde De Luxe Resort､スペインを拠点としてグロ

ーバル展開するクルーズ企業 Intercruises なども署名している。最近では、

配車サービスを行う Uber も本憲章に署名した。このように、本憲章への署名

が企業・団体の社会的責任に関する評価を高めるものとして、署名団体が増え

ている。 

 

 我が国においては、観光庁として、本憲章は、観光業の責任ある持続可能な

発展のための重要な規範であり、この理念の実施と普及を図ることは、世界各

国における我が国の観光業界の知名度の向上及び更なるイメージアップとな

り、ひいては外国人旅行者を我が国に呼び込み、諸外国との双方向交流の促進

に資するものとして、旅行業界、ホテル業界、航空事業者及び鉄道事業者等へ

の一体となった協力を呼び掛けてきた。これを受けて、2014 年９月 25 日に、

我が国からは 12 の企業・団体が本憲章に署名したものの、2018 年９月 20 日

現在も、14 企業・団体（下記参照）の署名にとどまっている。 

 

 本憲章に賛同し、署名を希望する場合は、ＵＮＷＴＯに表明する（我が国で

はＵＮＷＴＯ駐日事務所に表明）。その際、自社を紹介するウェブサイト（日

英）と実施している社会貢献活動についてのレポート（日英）を提出する。提

出したレポートを本部が審査し、署名が認められると、正式な署名式に向けた

手続きへと進む。署名後１年以内に、本部から署名団体に対してアンケートが

送付され、各団体は、実際に行った（行っている）社会貢献活動等について報

告する。翌年からは、２年に１度、同様なアンケートを通して、本部に報告を

行う。各企業から報告された活動については、世界観光倫理委員会の報告とし

て、ＵＮＷＴＯの総会で報告されるとともに、ＵＮＷＴＯのＨＰ上で公表され

る。 

 

＜我が国において「世界観光倫理憲章」に署名している企業・団体一覧＞ 

一般社団法人全日本シティホテル連盟、一般社団法人日本ホテル協会、公

益社団法人日本観光振興協会、一般社団法人日本旅行業協会、株式会社ジ

ェイティービー、株式会社ワールド航空サービス、ＫＮＴ－ＣＴホールデ

ィングス株式会社、株式会社日本旅行、株式会社エイチ・アイ・エス、沖

縄ツーリスト株式会社、東武トップツアーズ株式会社、株式会社アサヒト

ラベルインターナショナル、日本航空株式会社、全日本空輸株式会社 

 

持続可能な観光への関心が高まっている中で、本憲章への署名は、企業・団

体のみならず、観光地が質の高い観光の実現に寄与しているとの評価につな

がることが見込まれるため、引き続き、多くの観光関係者による署名が期待さ

れる。 
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参考ＵＲＬ： 

https://apac01.safelinks.protection.outlook.com/?url=https%3A%2F%2Fwww.jata-

net.or.jp%2Fmembership%2Ftopics%2F2015%2Fpdf%2F150601_unwtojpn.pdf%23search%3D%252

7%25E6%2597%25A5%25E6%259C%25AC%2B%25E8%25A6%25B3%25E5%2585%2589%25E5%2580%25AB%25

E7%2590%2586%25E6%2586%25B2%25E7%25AB%25A0%2B%25E8%25AA%25BF%25E5%258D%25B0%2B%25E

4%25B9%2585%25E4%25BF%259D%2527&amp;data=01%7C01%7Cmokada%40tourism.jp%7C2226f484c

3fc484e648108d6b9050c32%7Ccea04946421d42f9854101db3469d389%7C0&amp;sdata=tMql8z3ZZ

bQ5mmFWzPDNPeD9rlgWSP8tCwpM8gGKMAk%3D&amp;reserved=0  

（国連世界観光機関 アジア太平洋センター「世界観光倫理憲章および関連文書」」 

 

http://cf.cdn.unwto.org/sites/all/files/docpdf/japanese2015.pdf 

（一般社団法人日本旅行業協会「UNETO 世界観光倫理憲章」） 

 

http://www.ifema.es/fitur_06/Prensa/INS_069221_06 

（FITUR2019 ニュース） 

 

http://cf.cdn.unwto.org/sites/all/files/docpdf/japanese2015.pdf 

（世界観光倫理憲章） 

※全文は付録Ⅱにも掲載 

 

http://ethics.unwto.org/content/private-sector-commitment-unwto-global-code-

ethics-tourism（世界で署名している企業・団体数） 

 

http://www.mlit.go.jp/kankocho/topics07_000080.html（我が国で署名している企業・団

体数） 

 

https://unwto-ap.org/wp-content/uploads/2019/04/d7e74f471587841019427e14df37d388-

1.pdf （誓約書の日本語（仮訳）） 

 

http://cf.cdn.unwto.org/sites/all/files/docpdf/guidelinesgcetcommitmenten.pdf 

（署名に関わる民間企業向けガイドライン（Private Sector Commitment to the ＵＮＷＴ

Ｏ Global Code of Ethics for Tourism1:guidelines）） 

 

http://ethics.unwto.org/private-sector-signatories-of-the-

commitment?field_signatories_region_value_many_to_one=All&field_signatories_countr

y_value_many_to_one=Korea%2C+Republic+Of 

（署名している企業・団体を国別に検索可能：韓国の場合） 

 

http://ethics.unwto.org/en/content/implementation-reports-global-code-ethics-

tourism 

（ＵＮＷＴＯ 世界観光倫理憲章に関する活動報告） 

 



 45 

Ⅵ おわりに 
 

 持続可能な観光の実現に向けた取組は、ともすれば、観光がもたらし得るネガ

ティブな影響に対する受け身の姿勢での個別対策と理解されがちである。 

 

 観光庁としてはむしろ、近年のオーバーツーリズムに関連する課題への関心

の高まりを、各地域の地方自治体や観光地域づくり法人（ＤＭＯ）等が観光地マ

ネジメントに本格的に取り組む攻めの機会と捉えて頂くことを期待している。

また、観光庁としてもそうした取組を全力で支援していきたい。そうした取組こ

そが、オーバーツーリズムの状況の発生を未然に防ぎ、長期的に観光地のトータ

ルでの魅力や評価を高め、観光の質の確保と両立しつつ更なる誘客につなげる

ことや、富裕層を引き付けることで消費単価の拡大につながるものと考えてい

る。 

 

持続可能な観光の実現に向けた取組は、短期間で目に見える成果が挙がると

は限らない。2020 年 4,000 万人、2030 年 6,000 万人という政府目標も見据え、

長期的な視点に立って、かつ、継続的に、各地域が一丸となって観光地マネジメ

ントに取り組む体制を確立してこそ、世界の範となる「持続可能な観光先進国」

を実現することができると考えている。 

 

そもそも、長年にわたり、豊かな自然や地域コミュニティ、文化資源と共生し

ながら観光を発展させてきた我が国は、訪日外国人旅行者の急増という近年の

新たな現象を受けても、「持続可能な観光先進国」となるポテンシャルを十分に

有している。本文書に基づく取組によりそれを実現していく確固たる決意を、来

るＧ20 観光大臣会合においてもホスト国としてしっかり内外に発信していきた

い。 
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